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議案　第６号

令 和 ３ 年 度

（２０２１年度）

城 陽 市 水 道 事 業 会 計 予 算
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消火栓経費繰入金等

長期前受金戻入益

他会計負担経費収益等

検満量水器取替業務委託料等
業務費

　

項　　　目 内　　　　　容 予 算 額

527,905

167,140

129,139

421,796

消費税 47,542

減価償却費

資産減耗費

４．予備費

令和３年度　城陽市水道事業会計予算大綱

収益的収入及び支出 （単位：千円）

項　　　目 内　　　　　容

（単位：千円）

予 算 額

　　　　　　　 （2021年度）

水道料金 1,403,980

1,479,014
給水装置工事等手数料 9,670

加入金 56,761

配水及び給水費

8,603

２．営業外収益
128,818

16,680

３．特別利益

上水道企業債利息等 65,797

1,501,275合　　　　　　　　　　　　　　　計

80

145,498

合　　　　　　　　　　　　　　　計 1,624,592

収

入

事

業

収

益

１．営業収益

1,357,571

府営水道受水費等
原水及び浄水費

給水工事費等

職員給与費等総係費

支

出

事

業

費

用

１．営業費用

３．特別損失 365

40,190

71,401

30,000

２．営業外費用 113,339
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量水器取得費等

（単位：千円）

３．固定資産売却
　　代金

1

資本的収入及び支出 （単位：千円）

項　　　目 内　　　　　容 予 算 額

４．長期貸付金返
　　還金

公共下水道事業会計長期貸付金返還金 100,000

合　　　　　　　　　　　　　　　計 589,746

収

入

資

本

的

収

入

１．企業債 上水道企業債 357,700

２．工事負担金 配水管負担金等 132,045

項　　　目 内　　　　　容 予 算 額

１．建設改良費

事務費

638,040
拡張事業費

支

出

資

本

的

支

出

34,723

合　　　　　　　　　　　　　　　計

固定資産取得費

３．予備費

1,424,921

２．償還金 上水道企業債償還元金

9,036

30,000

1,084,127

310,794

工事負担金等建設費 402,328

配水管布設工事費等

（債務負担行為） （第３浄水場基幹管路耐震化事業） (600,000)
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 （ 総　　則 ）

令和３年度（２０２１年度）城陽市水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

 （ 業務の予定量 ）

業務の予定量は、次のとおりとする。

給水戸数 戸（年間増加予定戸数100戸）
年間総配水量 ㎥
１日平均配水量 ㎥
第２次拡張事業費 千円

 （ 収益的収入及び支出 ）

収益的収入及び支出の予算額は、次のとおりと定める。

第１款 事業収益 千円

第１項 営業収益 千円

第２項 営業外収益 千円

第３項 特別利益 千円

第１款 事業費用 千円

第１項 営業費用 千円

第２項 営業外費用 千円

第３項 特別損失 千円

第４項 予備費 千円

 （ 資本的収入及び支出 ）

資本的収入及び支出の予算額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額 835,175千円は、過年度分損益勘定留保資金で補填するものとする。）。

第１款 資本的収入 千円

第１項 企業債 千円

第２項 工事負担金 千円

第３項 固定資産売却代金 千円

第４項 長期貸付金返還金 千円

第１款 資本的支出 千円

第１項 建設改良費 千円

第２項 償還金 千円

第３項 予備費 千円

100,000

支　　　　　　　　　　　出

1,424,921

1,084,127

310,794

30,000

第４条

収　　　　　　　　　　　入

589,746

357,700

132,045

1

支　　　　　　　　　　　出

1,501,275

1,357,571

113,339

365

30,000

第３条

収　　　　　　　　　　　入

1,624,592

1,479,014

145,498

80

(2) 7,873,050
(3) 21,570
(4) 638,040

令和３年度　城陽市水道事業会計予算

    （2021年度）

第１条

第２条

(1) 35,012
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 （ 債務負担行為 ）

債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（単位：千円）

 （ 企業債 ）

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（単位：千円）

 （ 一時借入金 ）

一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

 （ 支出の各項の経費の金額の流用 ）

支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第１款事業費用のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用、第３項特別損失に係る

予算額に過不足を生じた場合における項間の流用。

 （ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 ）

次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそ

れ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職員給与費 千円

交際費 千円

令和３年２月２２日　提出　　　

(2021年)

　 城陽市長　奥田　敏晴

53

5.0%

(2)

　(1)

第８条

185,090(1)

第９条

以内

（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

第３浄水場基幹管路耐震化事
業

令和3年度から
令和5年度まで

600,000

第６条

限度額

第７条

起債の目的 限度額 起債の方法

期間

配水管布
設事業等

357,700 　政府資金については
その融資条件。
　銀行その他の場合は
その債権者と協定する
ところによる。
　ただし、企業財政の
都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、
もしくは繰上げ償還又
は借り換えすることが
できる。

　証券発行の
方法によって
起債する場合
、発行価格が
額面金額を下
まわるときは
、その発行価
格差減額分を
充填するため
必要な金額を
これに加算し
た額。

　普通貸借又は
証券発行。
　ただし、証券
発行の方法によ
る場合において
は、発行価格は
額面金額 100円
につき98円以上
とする。

第５条

事項

償還の方法利率
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１．資産に関する事項

(1)　固定資産の減価償却方法

量水器を除く資産 定額法

量水器 取替法

２．引当金に関する事項

(1)　賞与引当金

(2)　退職給付引当金

(3)　修繕引当金

(4)　貸倒引当金

３．その他の事項

(1)　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

　職員の退職手当支給に備えるため、当年度末における退職手当要支給額の水道事業
負担分に相当する額を計上している。

　翌事業年度以後に実施する修繕に係る支出に備えるため、その支出見積額を計上し
ている。
　ただし、平成２６年３月３１日以前に引当てを行った１０２，４８５千円は、地方
公営企業法施行規則等の一部を改正する省令（平成２４年総務省令第６号）附則第４
条の規定により、従前の例により取り崩すこととする。

　債権の不納欠損に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等については個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及び手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払
いに備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を
計上している。

重要な会計方針に関する注記表
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（2021年度）

事業収益 1,624,592

営 業 収 益 1,479,014

給 水 収 益 1,403,980 水道料金

その他営業収益 75,034 加入金等

営業外収益 145,498

受 取 利 息
及 び 配 当 金

436

長期前受金戻入益 128,818

雑 収 益 16,244 他会計負担経費収益等

特 別 利 益 80

固定資産売却益 1

過年度損益修正益 78

その他特別利益 1

令和３年度　城陽市水道事業会計予算実施計画

収 入

款 項 目 予算額（千円） 備     考

収　益　的　収　入　及　び　支　出
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事業費用 1,501,275

営 業 費 用 1,357,571

原水及び浄水費 527,905 府営水道受水費等

配水及び給水費 167,140 給水工事費等

業 務 費 40,190
検満量水器取替業務委
託料等

総 係 費 129,139 職員給与費等

減 価 償 却 費 421,796
構築物・機械及び装置
等減価償却費

資 産 減 耗 費 71,401
構築物・機械及び装置
等除却費

営業外費用 113,339

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

65,096 上水道企業債利息等

雑 支 出 701

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

47,542

特 別 損 失 365

固定資産売却損 1

過年度損益修正損 363

その他特別損失 1

予 備 費 30,000

予 備 費 30,000

予算額（千円） 備     考

支 出

款 項 目
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資本的収入 589,746

企 業 債 357,700

企 業 債 357,700 上水道企業債

工事負担金 132,045

工 事 負 担 金 132,045 配水管負担金等

1

固定資産売却代金 1

100,000

長期貸付金返還金 100,000

資本的支出 1,424,921

建設改良費 1,084,127

事 務 費 34,723

拡 張 事 業 費 638,040 配水管布設工事費等

建 設 費 402,328 工事負担金等

固定資産取得費 9,036

償 還 金 310,794

償 還 金 310,794 上水道企業債償還元金

予 備 費 30,000

予 備 費 30,000

備　　 考

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収 入

款 項 目 予算額（千円） 備　　 考

予算額（千円）

支 出

款 項 目

固 定 資 産
売 却 代 金

長 期 貸 付
金 返 還 金
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（単位：千円）

Ⅰ

1 102,156

2 421,796

3 71,401

4 3,010

5 △ 128,818

6 △ 436

7 65,096

8 △ 1

9 1

10 65,000

11 40,000

12 100,000

13 △ 1,000

738,205

14 436　
15 △ 65,096

（業務活動から得た現金預金＜純額＞）

Ⅱ

1 △ 1,092,265

2 2

3 132,045　
4 長期貸付金（投資）の返還による収入 100,000

投資活動によるキャッシュ・フロー

（投資活動から得た現金預金＜純額＞）

Ⅲ

1 357,700

2 △ 310,794

財務活動によるキャッシュ・フロー

（財務活動から得た現金預金＜純額＞）

Ⅳ △ 139,767

Ⅴ 586,731

Ⅵ 446,964

未収金の増加（△）・減少

受取利息及び配当金（△）

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

46,906

支払利息及び企業債取扱諸費（△）

企業債の借入による収入

業務活動によるキャッシュ・フロー

引当金の増加・減額（△）

支払利息及び企業債取扱諸費

投資活動によるキャッシュ・フロー

未払金等の増加・減少（△）

令和３年度城陽市水道事業会計　予定キャッシュ・フロー計算書

当年度純利益

固定資産売却損

固定資産除却費

固定資産減価償却費

固定資産売却益（△）

長期前受金戻入益（△）

現金及び現金同等物の期末残高

現金及び現金同等物の増減額

固定資産の売却による収入

その他流動資産等の増加（△）・減少

工事負担金による収入

その他流動負債等の増加・減少（△）

財務活動によるキャッシュ・フロー　

△ 860,218

673,545

受取利息及び配当金

企業債の償還による支出（△）

固定資産の取得による支出（△）

小　　　　　　計

業務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物の期首残高
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１．総括

特別職 報　酬 給　料 手　当 計

(人) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 11 36 (2) 211 98,571 39,844 138,626 27,198 19,266 185,090

前年度 1 36 (2) 34 114,818 48,560 163,412 32,249 25,837 221,498

比較 10 0 (0) 177 △ 16,247 △ 8,716 △ 24,786 △ 5,051 △ 6,571 △ 36,408

扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当
期末勤勉
手 当

時 間 外
勤務手当

休日勤務
手 当

会計年度
任用職員
手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 2,600 1,471 1,340 1,863 19,433 6,161 10 4,518

前年度 3,204 2,010 1,457 2,000 25,952 7,520 14 3,506

比　較 △ 604 △ 539 △ 117 △ 137 △ 6,519 △ 1,359 △ 4 1,012

２．給料及び手当の増減額の明細

区分

給料

手当 △ 343 △ 343

△ 8,373 △ 449

△ 604

△ 539

△ 117

△ 137

△ 6,176

△ 1,359

△ 4

1,012

昇 給 に 伴 う 増 加 分 1,152

そ の 他 の 増 減 分 △ 17,399

期末勤勉手当

地域手当

扶養手当

管理職手当

住居手当

通勤手当

時間外勤務手当

休日勤務手当

△ 8,716

そ の 他 の 増 減 分

期末勤勉手当

給与改定に伴う増減分

△ 449

職員数

会計年度任用職員手当

△ 16,247

制度改正に伴う増減分

一般職

給 与 費 明 細 書

備　考

説明
（千円）

備考
増減額

（千円）
増減事由別内訳

（千円）

2,448

2,897

地域手当

（千円）
手当の
内　訳

※（　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書きである。

給与費 法 定
福 利 費

引 当 金
繰 入 額

合　計

区　分

区　分

(人)
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３．給料及び手当の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）職員１人当たり給与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
（２）初任給

（３）級別職員数

３　級
(2) (100.0)

11 45.9

２　級 2 8.3

25 100.0

３　級

2 8.0

１　級

3 12.0

４　級 4

５　級

40.0

16.0

4.0

(2) (100.0)

16.04

1

1 4.2

(2) (100.0)

5 20.8

５　級

24 100.0

2 8.3

６　級

７　級

計

2 8.3

本　年　度

１　級 1 4.2

４　級

大学卒 188,700 188,700

区　　　分

企　業　職

級
職員数 構成比

（人） （％）

区　　　分
企　業　職 一般会計の制度

(円) 一般行政職　（円）

高校卒 160,100 160,100

元年10月1日現在

平均給料月額　（円） 307,905

平均給与月額　（円） 377,982

平 均 年 齢　 （歳） 42.1

区　　　分 企業職

2年10月1日現在

平均給料月額　（円） 301,421

平均給与月額　（円） 367,335

平 均 年 齢　 （歳） 41.8

６　級

７　級

前　年　度

２　級

1 4.0

計
(2) (100.0)

10

水道事業会計 12



（級別の標準的な職務内容）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　級 ５　級 ６　級 ７　級

  定型的な
業務を行う
職務

　課長補佐
の職務、困
難な業務を
処理する係
長の職務及
びこれに相
当する職務
で管理者が
別に定める
職務

　次長の職
務、課長の
職務及びこ
れらに相当
する職務で
管理者が別
に定める職
務

　部長の職
務及びこれ
に相当する
職務で管理
者が別に定
める職務

　

（４）昇給

合　計 企業職

職 員 数 24 24

23 23

2 2

1 1

20 20

0 0

0 0

職 員 数 25 25

24 24

4 4

2 2

18 18

0 0

0 0

96.0 96.0
（Ａ）

（人）

５号給 （人）

６号給 （人）

比 率
（Ｂ）

（％）

前
年
度

（Ａ）（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）（人）

２号給 （人）

号 給 数 別 内 訳

３号給 （人）

４号給

比 率
（Ｂ）

（％） 95.8 95.8
（Ａ）

４号給 （人）

５号給 （人）

６号給 （人）

区　　　　　　　　分

本
年
度

（Ａ）（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）（人）

２号給 （人）

号 給 数 別 内 訳

３号給 （人）

区分 ２　級 ３　級 ４　級

企
業
職

　高度の知
識、技術、
経験等を要
する職務

　主任の職
務

　係長の職
務及びこれ
に相当する
職務で管理
者が別に定
める職務、
主査の職務

水道事業会計 13



（５）期末手当・勤勉手当　

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

支 給 率 等

一般会計の制度
（支給率等）

（７）その他の手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区 分

地 域 手 当

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

備　　考

33.2707524.586875

(1.175)

2.250

4.45

2.225

24.586875

職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置

有

有

有

最高限度
（月分）

47.709

47.709

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置
(定年までの残年数×3%加算)

定年前早期退職特例措置
(定年までの残年数×3%加算)

備　　考
35年勤続の者

（月分）

支給率計
（月分）

(2.35)

12月（月分）

(1.175)

2.225

同

同

同

同

差異の内容一般会計の制度との異同

33.27075

20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

2.225

2.250

(1.175)

2.225

47.709

47.709

6月（月分）

(1.175)

(1.175)
前 年 度

区 分
支給期別支給率

本 年 度

(2.35)

4.50

(2.35)

4.45

区 分

一般会計の制度
(1.175)

水道事業会計 14



期 　間 金　　額 期　 間 金　　額

600,000

債務負担行為に関する調書

（単位：千円）

600,000

事項 限度額

－
令和2年度
から令和4
年度まで

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

損益勘定留保資金

左の財源内訳

12,000 12,000

第３浄水場基幹管路耐
震化事業

600,000 － －
令和3年度
から令和5
年度まで

上下水道部管理庁舎改
修に伴う事業所移転事
業

12,000 －

水道事業会計 15



千円 千円 千円
１ 営　　業　　収　　益

1,295,192
　

57,158 1,352,350

２ 営　　業　　費　　用　 

422,319

161,790

63,425

125,040

413,184
　

16,318 1,202,076

　 営　　業　　利　　益 150,274

３ 営　 業　 外　 収　 益

881

134,885

66,239 202,005

４ 営　 業　 外　 費　 用

69,807

928 70,735 131,270

　 経　　常　　利　　益 281,544

５ 特　　別　　利　　益

119 119

６ 特　　別　　損　　失

299 299 △ 180

281,364

4,219,459

309,784

4,810,607

その他未処分利益剰余金変動額

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損

前年度繰越利益剰余金

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益

(3) 雑 収 益

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

(2) 雑 支 出

(4) 総 係 費

(5) 減 価 償 却 費

(6) 資 産 減 耗 費

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金

(2) 長 期 前 受 金 戻 入 益

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

令和２年度（2020年度）　城陽市水道事業会計　予定損益計算書（消費税抜き）
（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

(1) 給 水 収 益

(2) そ の 他 営 業 収 益

(1) 原 水 及 び 浄 水 費

(2) 配 水 及 び 給 水 費

(3) 業 務 費

水道事業会計 16



千円 千円 千円

１固定資産

ア 土地 1,011,555
イ 建物

減価償却累計額 524,461
ウ 構築物

減価償却累計額 8,008,184
エ 機械及び装置

減価償却累計額 2,056,251
オ 車両運搬具

減価償却累計額 2,187
カ 工具、器具及び備品

減価償却累計額 64,230
キ 量水器

減価償却累計額 80,712

ク 建設仮勘定 57,373

有形固定資産合計 11,804,953

ア 出資金 730
イ 長期貸付金 160,000

投資その他の資産合計 160,730

固定資産合計 11,965,683

２流動資産

ア 現金 90
イ 預金 586,641

現金預金合計 586,731

179,000

△ 704

1,650,000

 流動資産合計 2,415,027

 資産合計 14,380,710

(2)

(3)

(4)

未収金

貸倒引当金

短期貸付金

16,102,487

△ 8,094,303

4,797,988

△ 2,741,737

(2) 投資その他の資産

(1) 現金預金

28,599

△ 26,412

187,685

△ 123,455

156,935

△ 76,223

令和２年度（2020年度）城陽市水道事業会計　予定貸借対照表（消費税抜き）
（令和３年３月３１日）

千円

(1) 有形固定資産

1,043,946

△ 519,485

資　　産　　の　　部

水道事業会計 17



千円 千円 千円

３固定負債

ア 建設改良費等の財源に 4,247,036

充てるための企業債

企業債合計 4,247,036

ア 退職給付引当金 96,768

イ 修繕引当金 102,485

引当金合計 199,253

 固定負債合計 4,446,289

４流動負債

ア 建設改良費等の財源に 310,794

充てるための企業債

企業債合計 310,794

116,000

36,000

ア 賞与引当金 14,734

引当金合計 14,734

190,174

 流動負債合計 667,702

５繰延収益

7,242,415

△ 4,269,598

繰延収益合計 2,972,817

 負債合計 8,086,808

負　　債　　の　　部

企業債

未払金

未払費用

引当金

その他流動負債

長期前受金(1)

(2)

(5)

収益化累計額

(1)

(2)

(3)

(1)

(2)

企業債

引当金

千円

(4)
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千円 千円 千円

６資本金

1,438,335

 資本金合計 1,438,335

７剰余金

44,960

ア 4,810,607

 利益剰余金合計 4,810,607

 剰余金合計 4,855,567

 資本合計 6,293,902

 負債・資本合計 14,380,710

貸倒引当金の取り崩し

　令和２年度において、債権の不納欠損処理をするために、２４３千円を取り崩す予定であ

る。

賞与引当金の取り崩し

　令和２年度において、期末勤勉手当の支給をするために、１４，４６３千円を取り崩した。

退職給付引当金の取り崩し

　令和２年度末に退職が見込まれる職員の水道事業負担分９，６９２千円を取り崩し、一般

会計に支払う予定である。

資　　本　　の　　部

千円

○

(2) 利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

(1)

(1)

自己資本金

資本剰余金

○

○
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千円 千円 千円

１固定資産

ア 土地 1,066,055

イ 建物

減価償却累計額 508,391
ウ 構築物

減価償却累計額 8,452,898
エ 機械及び装置

減価償却累計額 2,180,938

オ 車両運搬具

減価償却累計額 1,536
カ 工具、器具及び備品

減価償却累計額 51,361

キ 量水器

減価償却累計額 77,052
ク 建設仮勘定 53,783

有形固定資産合計 12,392,014

ア 出資金 730
イ 長期貸付金 60,000

投資その他の資産合計 60,730

固定資産合計 12,452,744

２流動資産

現金預金

ア 現金 90
イ 預金 446,874

現金預金合計 446,964

未収金 114,000

貸倒引当金 △ 704
短期貸付金 1,550,000

 流動資産合計 2,110,260

 資産合計 14,563,004

△ 2,851,812

28,599

△ 27,063

1,043,946

△ 535,555

16,823,967

△ 8,371,069

5,032,750

令和３年度（2021年度）城陽市水道事業会計　予定貸借対照表（消費税抜き）
（令和４年３月３１日）

千円

(1) 有形固定資産

資　　産　　の　　部

189,975

△ 138,614

156,350

△ 79,298

(2) 投資その他の資産

(1)

(2)

(3)

(4)
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千円 千円 千円

３固定負債

企業債

ア 建設改良費等の財源に 4,277,875

充てるための企業債

企業債合計 4,277,875

引当金

ア 退職給付引当金 102,284

イ 修繕引当金 102,485

引当金合計 204,769

 固定負債合計 4,482,644

４流動負債

企業債

ア 建設改良費等の財源に 326,861

充てるための企業債

企業債合計 326,861

未払金 147,000

未払費用 45,000
引当金

ア 賞与引当金 12,228

引当金合計 12,228

その他流動負債 189,174

 流動負債合計 720,263

５繰延収益

長期前受金 7,362,455
収益化累計額 △ 4,398,416

繰延収益合計 2,964,039

 負債合計 8,166,946

千円

(1)

(2)

負　　債　　の　　部

(1)

(2)

(3)

(5)

(4)

(1)

(2)
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千円 千円 千円

６資本金

自己資本金 1,438,335

 資本金合計 1,438,335

７剰余金

資本剰余金 44,960

利益剰余金

ア 4,912,763

 利益剰余金合計 4,912,763

 剰余金合計 4,957,723

 資本合計 6,396,058

 負債・資本合計 14,563,004

貸倒引当金の取り崩し

　令和３年度において、債権の不納欠損処理をするために、５７４千円を取り崩す予定であ

る。

賞与引当金の取り崩し

　令和３年度において、期末勤勉手当の支給をするために、１４，７３４千円を取り崩す予

定である。

退職給付引当金の取り崩し

　令和３年度末に退職が見込まれる職員の水道事業負担分１，５２２千円を取り崩し、一般

会計に支払う予定である。

(1)

(1)

千円

(2)

資　　本　　の　　部

○

当年度未処分利益剰余金

○

○
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議案　第７号

令 和 ３ 年 度

（２０２１年度）

城 陽 市 公 共 下 水 道 事 業 会 計 予 算
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            （2021年度）

862,924減価償却費

合　　　　　　　　　　　　　　　計 2,285,007

（単位：千円）

46

880,405

84,860

57,781

139

内　　　　　容 予 算 額

収益的収入及び支出

項　　　目 内　　　　　容 予 算 額

30,000

321,886

1,525,684

1,877,837

維持管理工事費等管渠費

普及啓発費

合　　　　　　　　　　　　　　　計

事

業

費

用

消費税

267３．特別損失

４．予備費

264,105

資産減耗費

42,287

事

業

収

益

一般会計繰入金等

２．営業外費用

職員給与費等総係費

徴収事務委託料等業務費

流域下水道費

570,812

令和３年度　城陽市公共下水道事業会計予算大綱

下水道使用料
１．営業収益

３．特別利益

２．営業外収益
長期前受金戻入益

（単位：千円）

1,404,463

１．営業費用

9,933

2,608

項　　　目

309,593

支

出

523,026

下水道企業債利息等

収

入

検査手数料等 1,278

1,403,185
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預託金回収金

流域下水道建設負担金

下水道企業債償還元金

水道事業会計長期借入金
償還元金

預託金
10,000

1,514,343

2,200市街化調整区域下水道工事分担金

206,941

合　　　　　　　　　　　　　　　計

支

出

1,969,705

管渠布設費

予 算 額

1,091,700

1

10,000

下水道企業債

一般会計繰入金

一般会計長期借入金

2,216,646

（単位：千円）

資

本

的

支

出

排水設備工事資金融資あっせん制度

30,000

合　　　　　　　　　　　　　　　計

４．予備費

２．償還金

６．預託金回収金

１．建設改良費

内　　　　　容

３．預託金

15,500

項　　　目 内　　　　　容

1,869,705

100,000

排水設備工事資金融資あっせん制度

３．繰入金

（単位：千円）

項　　　目

310,442

予 算 額

２．長期借入金 100,000

５．固定資産売却
    代金

収

入

下水道整備工事費

191,441

４．負担金

資本的収入及び支出

資

本

的

収

入

１．企業債
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 （ 総　　則 ）

令和３年度（２０２１年度）城陽市公共下水道事業会計予算は、次に定めるところに

よる。

 （ 業務の予定量 ）

業務の予定量は、次のとおりとする。

排水戸数 224 戸）
年間総有収水量 ㎥
１日平均有収水量 ㎥
建設改良管渠布設費 千円

 （ 収益的収入及び支出 ）

収益的収入及び支出の予算額は、次のとおりと定める。なお、営業外費用中企業債利

息の財源に充てるため、企業債15,400千円を借り入れる。

第１款 事業収益 千円

第１項 営業収益 千円

第２項 営業外収益 千円

第３項 特別利益 千円

第１款 事業費用 千円

第１項 営業費用 千円

第２項 営業外費用 千円

第３項 特別損失 千円

第４項 予備費 千円

 （ 資本的収入及び支出 ）

資本的収入及び支出の予算額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額 702,303千円は、当年度分損益勘定留保資金で補填するものとする。）。

第１款 資本的収入 千円

第１項 企業債 千円

第２項 長期借入金 千円

第３項 繰入金 千円

第４項 負担金 千円

第５項 固定資産売却代金 千円

第６項 預託金回収金 千円

第１款 資本的支出 千円

第１項 建設改良費 千円

第２項 償還金 千円

第３項 預託金 千円

第４項 予備費 千円

    （2021年度）

令和３年度　城陽市公共下水道事業会計予算

収　　　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　　　出

収　　　　　　　　　　　入

第１条

第２条

第４条

(1)
(2)
(3)
(4)

第３条

1,514,343

1,091,700

2,200

1,877,837

1,525,684

321,886

267

30,000

支　　　　　　　　　　　出

100,000

139

310,442

2,285,007

1,404,463

880,405

30,000

戸（年間増加予定戸数32,735
8,330,000

22,822
15,500

1

10,000

2,216,646

206,941

1,969,705

10,000
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 （ 企業債 ）

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（単位：千円）

 （ 一時借入金 ）

第６条 一時借入金の限度額は、5,000,000千円と定める。

 （ 支出の各項の経費の金額の流用 ）

支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第１款事業費用のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用、第３項特別損失に係る

予算額に過不足を生じた場合における項間の流用。

 （ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費 ）

次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそ

れ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職員給与費 千円

 （ 他会計からの補助金 )

公共下水道事業の財源に充当するため、一般会計からこの会計へ繰り入れる金額は、

620,000千円である。

令和３年２月２２日　提出　　　

(2021年)

 　城陽市長　奥田　敏晴    

第７条

(1)

第８条

(1) 93,197

第９条

　政府資金については
その融資条件。
　銀行その他の場合は
その債権者と協定する
ところによる。
　ただし、企業財政の
都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、
もしくは繰上げ償還又
は借り換えすることが
できる。

以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
政府資金及び
地方公共団体
金融機構資金
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率）

流域下水
道建設事
業

191,400

資本費の
平準化

615,700

公共下水
道建設事
業

187,700
　証券発行の
方法によって
起債する場合
、発行価格が
額面金額を下
まわるときは
、その発行価
格差減額分を
充填するため
必要な金額を
これに加算し
た額。

　普通貸借又は
証券発行。
　ただし、証券
発行の方法によ
る場合において
は、発行価格は
額面金額 100円
につき98円以上
とする。

5.0%

第５条

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法
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１．資産に関する事項

(1)　固定資産の減価償却方法 定額法

２．引当金に関する事項

(1)　賞与引当金

(2)　退職給付引当金

(3)　貸倒引当金

３．その他の事項

(1)　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

　職員の退職手当支給に備えるため、当年度末における退職手当要支給額の公共下水
道事業負担分に相当する額を計上している。

　債権の不納欠損に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等については個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及び手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払
いに備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を
計上している。

重要な会計方針に関する注記表
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  　　（2021年度)

事業収益 2,285,007

営 業 収 益 1,404,463

下 水 道 使 用 料 1,403,185

その他営業収益 1,278 検査手数料等

営業外収益 880,405

繰 入 金 309,558 一般会計繰入金

長期前受金戻入益 570,812

雑 収 益 35

特 別 利 益 139

固定資産売却益 1

過年度損益修正益 137

その他特別利益 1

目項

令和３年度　城陽市公共下水道事業会計予算実施計画

備     考予算額（千円）

収 入

款

収　益　的　収　入　及　び　支　出
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事業費用 1,877,837

営 業 費 用 1,525,684

管 渠 費 9,933 維持管理工事費等

普 及 啓 発 費 46

業 務 費 42,287 徴収事務委託料等

総 係 費 84,860 職員給与費等

流 域 下 水 道 費 523,026
流域下水道維持管理負
担金

減 価 償 却 費 862,924 構築物等減価償却費

資 産 減 耗 費 2,608 構築物等除却費

営業外費用 321,886

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

264,033 下水道企業債利息等

雑 支 出 72

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

57,781

特 別 損 失 267

固定資産売却損 1

過年度損益修正損 265

その他特別損失 1

予 備 費 30,000

予 備 費 30,000

備     考予算額（千円）

支 出

款 目項
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資本的収入 1,514,343

企 業 債 1,091,700

企 業 債 1,091,700

長期借入金 100,000

長 期 借 入 金 100,000

繰 入 金 310,442

繰 入 金 310,442

負 担 金 2,200

受 益 者 負 担 金 2,200

1

固定資産売却代金 1

10,000

預 託 金 回 収 金 10,000

資本的支出 2,216,646

建設改良費 206,941

管 渠 布 設 費 15,500

流域下水道事業費 191,441

償 還 金 1,969,705

償 還 金 1,969,705

預 託 金 10,000

預 託 金 10,000

予 備 費 30,000

予 備 費 30,000

一般会計長期借入金

排水設備工事資金融資あっ
せん制度預託金回収金

目 予算額（千円）

予算額（千円）

固 定 資 産
売 却 代 金

下水道企業債

項

収 入

款 目

支 出

預 託 金
回 収 金

項

資　本　的　収　入　及　び　支　出

一般会計繰入金

市街化調整区域下水道
工事分担金

款

備     考

備　　　　　考

下水道整備工事費

木津川流域下水道建設
負担金

下水道企業債等償還元金

排水設備工事資金融資
あっせん制度預託金

公共下水道事業会計 31



（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

1 当年度純利益 388,429
2 固定資産減価償却費 862,924
3 固定資産除却費 2,608
4 引当金の増加・減額（△） 4,592
5 長期前受金戻入益（△） △ 570,812
6 支払利息及び企業債取扱諸費 264,033
7 固定資産売却益（△） △ 1
8 固定資産売却損 1
9 未収金の増加（△）・減少 20,400
10 未払金等の増加・減少（△） △ 8,120

964,054

11 支払利息及び企業債取扱諸費（△） △ 264,033

業務活動によるキャッシュ・フロー

（業務活動から得た現金預金＜純額＞）

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

1 固定資産の取得による支出（△） △ 231,128
2 固定資産の売却による収入 2
3 繰入金による収入 310,442
4 受益者負担金による収入 2,200
5 預託金による支出（△） △ 10,000
6 預託金回収金による収入 10,000

投資活動によるキャッシュ・フロー

（投資活動から得た現金預金＜純額＞）

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

1 企業債の借入による収入 1,107,100
2 企業債の償還による支出（△） △ 1,869,705
3 長期借入金の借入による収入 100,000
4 長期借入金の返還による支出（△） △ 100,000
5 財務活動に伴う一時借入金の増加・減少（△） △ 20,000

財務活動によるキャッシュ・フロー

（財務活動から得た現金預金＜純額＞）

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △ 1,068

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 12,743

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 11,675

△ 782,605

令和３年度城陽市公共下水道事業会計　予定キャッシュ・フロー計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

小　　　　　　計

700,021

81,516

公共下水道事業会計 32



１．総括

特別職 報　酬 給　料 手　当 計

(人) （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 1 10 (0) 9 48,954 21,057 70,020 14,118 9,059 93,197

前年度 11 10 (0) 272 31,242 11,288 42,802 8,456 5,389 56,647

比較 △ 10 0 (0) △ 263 17,712 9,769 27,218 5,662 3,670 36,550

扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当
期末勤勉
手 当

時 間 外
勤務手当

休 日
勤務手当

会計年度
任用職員
手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 1,283 707 481 509 12,129 1,486 4 3,357

前年度 1,038 164 68 251 6,226 1,069 0 1,799

比　較 245 543 413 258 5,903 417 4 1,558

２．給料及び手当の増減額の明細

区分

給料

手当 △ 179 △ 179

9,948 428

245

543

413

258

6,082

417

4

1,558

住居手当

通勤手当

休日勤務手当

会計年度任用職員手当

そ の 他 の 増 減 分 地域手当

扶養手当

昇 給 に 伴 う 増 加 分

9,769 制度改正に伴う増減分 期末勤勉手当

17,712
給与改定に伴う増減分

153

そ の 他 の 増 減 分 17,559

428

増減額
（千円）

増減事由別内訳
（千円）

説明
（千円）

備考

合　計
備　考一般職

(人)

手当の
内　訳

区　分
地域手当

（千円）

1,101

673

管理職手当

期末勤勉手当

時間外勤務手当

給 与 費 明 細 書

※（　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書きである。

区　分

職員数 給与費 法 定
福 利 費

引 当 金
繰 入 額
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３．給料及び手当の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）職員１人当たり給与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

.
　
（２）初任給

（３）級別職員数

0.0

40.0

40.0

20.0

0.0

0.0

３　級

４　級

５　級

0

2

５　級

６　級

７　級

計

0

0

2

1

0

６　級

元年10月1日現在

４　級 40.0

２　級

330,720

367,870

一般会計の制度

級
（人）

構成比

1

5

0.0

20.01

2

100.0

３　級 20.0

高校卒 160,100

188,700

0

（％）

188,700

企　業　職

本　年　度

区　　　分

区　　　分

企業職

319,940

361,332

42.0

平 均 年 齢　 （歳）

2年10月1日現在

企　業　職

職員数

区　　　分

1

0

0 0.0

20.0

0.0

大学卒

平均給料月額　（円）

平均給与月額　（円）

平 均 年 齢　 （歳）

平均給料月額　（円）

43.2

１　級

(円) 一般行政職　（円）

160,100

平均給与月額　（円）

前　年　度

２　級

計
5 100.0

１　級 0.0

７　級
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（級別の標準的な職務内容）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　級 ５　級 ６　級 ７　級

　定型的な
業務を行う
職務

　課長補佐
の職務、困
難な業務を
処理する係
長の職務及
びこれに相
当する職務
で管理者が
別に定める
職務

　次長の職
務、課長の
職務及びこ
れらに相当
する職務で
管理者が別
に定める職
務

　部長の職
務及びこれ
に相当する
職務で管理
者が別に定
める職務

　

（４）昇給

合　計 企業職

職 員 数 5 5

5 5

0 0

0 0

5 5

0 0

0 0

職 員 数 5 5

5 5

0 0

0 0

5 5

0 0

0 0

前
年
度

４号給 （人）

２号給

比 率
（Ｂ）

（人）

号 給 数 別 内 訳

（Ａ）
（％）

100.0100.0

６号給

100.0100.0

５号給 （人）

昇 給 に 係 る 職 員 数

（Ａ）

（Ａ）（人）

区　　　　　　　　分

本
年
度

３号給

５号給

号 給 数 別 内 訳 ４号給

（Ａ）（人）

（Ｂ）（人）

（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数

４　級

企
業
職

区分

　係長の職
務及びこれ
に相当する
職務で管理
者が別に定
める職務、
主査の職務

２　級

　高度の知
識、技術、
経験等を要
する職務

（人）３号給

（Ｂ）（人）

（Ｂ）
（％）比 率

（人）

（人）

３　級

　主任の職
務

（人）

（人）

２号給

（人）

６号給
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（５）期末手当・勤勉手当　

（６）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

支 給 率 等

一般会計の制度
（支給率等）

（７）その他の手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区 分

地 域 手 当

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

前 年 度

一般会計の制度

区 分

47.709

47.709

2.250

(1.175)

2.225

20年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

区 分
12月（月分）

支給率計
（月分）

職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置

本 年 度
2.225

(2.35)

4.45

(1.175)

2.250

(1.175)

2.225

支給期別支給率

6月（月分）

(1.175)

2.225

(1.175)

(1.175)

(2.35)

4.50

(2.35)

4.45

有

有

有

備　　考

24.586875

24.586875

25年勤続の者
（月分）

33.27075

33.27075

35年勤続の者
（月分）

47.709

47.709

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置
(定年までの残年数×3%加算)

定年前早期退職特例措置
(定年までの残年数×3%加算)

備　　考

同

同

同

同

差異の内容一般会計の制度との異同
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千円 千円 千円
１ 営　　業　　収　　益

1,169,945

1,468 1,171,413

２ 営　　業　　費　　用　 

13,005

42

41,355

69,780

475,405

860,155

2,606 1,462,348

　 営　　業　　利　　益 △ 290,935

３ 営　 業　 外　 収　 益

422,664

508,735

35 931,434

４ 営　 業　 外　 費　 用

296,374

88 296,462 634,972

　 経　　常　　利　　益 344,037

５ 特　　別　　利　　益

125 125

６ 特　　別　　損　　失

293 293 △ 168

343,869

3,511,926

　 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 3,168,057

令和２年度（2020年度）　城陽市公共下水道事業会計　予定損益計算書（消費税抜き）
（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

(1) 下 水 道 使 用 料

(2) そ の 他 営 業 収 益

(1) 管 渠 費

(2) 普 及 啓 発 費

(3) 業 務 費

(4) 総 係 費

(5) 流 域 下 水 道 費

(6) 減 価 償 却 費

(7) 資 産 減 耗 費

(1) 補 助 金

(2) 長 期 前 受 金 戻 入 益

(3) 雑 収 益

(1) 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

(2) 雑 支 出

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金
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千円 千円 千円

１固定資産

ア 1,230
イ

減価償却累計額 25,903,087
ウ 車両運搬具

減価償却累計額 161
エ 工具、器具及び備品

減価償却累計額 206

25,904,684

ア 施設利用権     407,218

407,218

ア 出資金 4,490

4,490

固定資産合計 26,316,392

２流動資産

ア 現金 30
イ 預金 12,713

現金預金合計 12,743

121,600

△ 1,529

 流動資産合計 132,814

 資産合計 26,449,206

令和２年度（2020年度）城陽市公共下水道事業会計　予定貸借対照表（消費税抜き）
（令和３年３月３１日）

千円

資　　産　　の　　部

(1) 有形固定資産

土地

構築物 36,499,960

△ 10,596,873

1,394

△ 1,233

1,343

△ 1,137

有形固定資産合計

(2) 無形固定資産

無形固定資産合計

(3) 投資その他の資産

投資その他の資産合計

(1) 現金預金

(2) 未収金

(3) 貸倒引当金
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千円 千円 千円

３固定負債

ア 建設改良費等の財源に 18,079,918
充てるための企業債

イ その他企業債 364,499

企業債合計 18,444,417

60,000

ア 退職給付引当金 14,402

引当金合計 14,402

 固定負債合計 18,518,819

４流動負債

ア 建設改良費等の財源に 1,750,608
充てるための企業債

イ その他企業債 119,097

企業債合計 1,869,705

100,000

1,950,000

39,200

62,820

ア 賞与引当金 4,467

引当金合計 4,467

 流動負債合計 4,026,192

５繰延収益

13,366,139

△ 6,295,117

 繰延収益合計 7,071,022

 負債合計 29,616,033

千円

負　　債　　の　　部

(1) 企業債

(2) 他会計借入金

(3) 引当金

(1) 企業債

(2) 他会計借入金

(3) 一時借入金

(4) 未払金

(5) 未払費用

(6) 引当金

(1) 長期前受金

(2) 収益化累計額
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千円 千円 千円

６剰余金

1,230

ア 当年度未処理欠損金 3,168,057

 欠損金合計 3,168,057

 剰余金合計 △ 3,166,827

 資本合計 △ 3,166,827

 負債・資本合計 26,449,206

企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

３１０，４４２千円である。

貸倒引当金の取り崩し

　令和２年度において、債権の不納欠損処理をするために、３６３千円を取り崩す予

定である。

賞与引当金の取り崩し

　令和２年度において、期末勤勉手当の支給をするために、４，７７７千円を取り崩

した。

退職給付引当金の取り崩し

　令和２年度末に退職が見込まれる職員の公共下水道事業負担分６１０千円を取り崩

し、一般会計に支払う予定である。

千円

資　　本　　の　　部

(1) 資本剰余金

(2) 欠損金

○

○

○

○
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千円 千円 千円

１固定資産

ア 1,230
イ

減価償却累計額 25,117,144
ウ 車両運搬具

減価償却累計額 160
エ 工具、器具及び備品

減価償却累計額 139

25,118,673

ア 施設利用権     545,823

545,823

ア 出資金 4,490

4,490

固定資産合計 25,668,986

２流動資産

ア 現金 30
イ 預金 11,645

現金預金合計 11,675

101,200

△ 1,529

 流動資産合計 111,346

 資産合計 25,780,332

令和３年度（2021年度）城陽市公共下水道事業会計　予定貸借対照表（消費税抜き）
（令和４年３月３１日）

千円

資　　産　　の　　部

(1) 有形固定資産

土地

構築物 36,541,443

△ 11,424,299

1,393

△ 1,233

1,342

△ 1,203

有形固定資産合計

(2) 無形固定資産

無形固定資産合計

(3) 投資その他の資産

投資その他の資産合計

(1) 現金預金

(2) 未収金

(3) 貸倒引当金
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千円 千円 千円

３固定負債

ア 建設改良費等の財源に 17,288,071
充てるための企業債

イ その他企業債 282,039

企業債合計 17,570,110

120,000

ア 退職給付引当金 16,726

引当金合計 16,726

 固定負債合計 17,706,836

４流動負債

ア 建設改良費等の財源に 1,883,547
充てるための企業債

イ その他企業債 97,860

企業債合計 1,981,407

40,000

1,930,000

20,500

60,400

ア 賞与引当金 6,735

引当金合計 6,735

 流動負債合計 4,039,042

５繰延収益

13,678,781

△ 6,865,929

 繰延収益合計 6,812,852

 負債合計 28,558,730

千円

負　　債　　の　　部

(1) 企業債

(2) 他会計借入金

(3) 引当金

(1) 企業債

(2) 他会計借入金

(3) 一時借入金

(4) 未払金

(5) 未払費用

(6) 引当金

(1) 長期前受金

(2) 収益化累計額
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千円 千円 千円

６剰余金

1,230

ア 当年度未処理欠損金 2,779,628

 欠損金合計 2,779,628

 剰余金合計 △ 2,778,398

 資本合計 △ 2,778,398

 負債・資本合計 25,780,332

企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

３５２，３１８千円である。

貸倒引当金の取り崩し

　令和３年度において、債権の不納欠損処理をするために、３０３千円を取り崩す予

定である。

賞与引当金の取り崩し

　令和３年度において、期末勤勉手当の支給をするために、４，４６７千円を取り崩

千円

資　　本　　の　　部

(1) 資本剰余金

(2) 欠損金

○

  ○　

  ○　

す予定である。
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